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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第62期
第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結累計期間

第62期
第２四半期
連結会計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

第62期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) 15,749,79325,838,4327,960,08313,379,53739,076,116

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 434,802 471,981△262,506 164,846 760,781

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失
（△）

(千円) 490,148△4,528,352182,295△2,695,533449,346

純資産額 (千円) ― ― 65,003,09059,868,04864,042,259

総資産額 (千円) ― ― 73,644,11069,970,22273,778,858

１株当たり純資産額 (円) ― ― 2,300.922,127.372,275.48

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(円) 17.46 △161.28 6.49 △96.00 16.00

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 87.7 85.4 86.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,388,5302,095,091 ― ― 2,241,134

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △16,337,250△3,662,310 ― ― △17,257,964

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △283,463△281,466 ― ― △596,185

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 10,332,8587,614,7919,660,334

従業員数 (名) ― ― 5,452 5,392 5,739

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　第62期連結会計期間及び第62期第２四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純
利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第63期第２四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半
期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 5,392 (2,596)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員(派遣社員を含む)の当第２四半期連結会計期間における平均雇用人員であり

ます。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 705 (239)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員(派遣社員を含む)の当第２四半期会計期間における平均雇用人員でありま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比（％）

日本 4,725,378 ―

中国 4,667,630 ―

東南アジア 3,996,177 ―

合計 13,389,185 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、販売価格により算出しております。
３　金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称
受注高
(千円)

前年
同四半期比
（％）

受注残高
(千円)

前年
同四半期比
（％）

日本 2,102,772 ― 1,479,515 ―

中国 4,596,975 ― 3,534,889 ―

東南アジア 4,278,469 ― 1,879,581 ―

合計 10,978,215 ― 6,893,985 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額には、消費税等は含まれておりません。
３　主にハウスウエア合成樹脂製品分野については見込み生産を行っているため、受注実績には含まれておりませ
ん。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比（％）

日本 4,602,221 ―

中国 4,781,496 ―

東南アジア 3,995,820 ―

合計 13,379,537 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）におけるわが国経済は、新興

国向けを中心とする輸出の増加や政府の景気刺激策の効果等により、緩やかな回復傾向を示しましたが、失

業率が高止まりし雇用・所得環境の先行き不透明感から個人消費が伸び悩む等、依然として厳しい状況が

続きました。

　このような厳しい状況の中で、当社グループの連結業績は、世界同時不況からの回復を背景にして工業品

の受注が伸び、また、前年同期との比較では株式会社タクミック・エスピー及びその子会社が連結対象に加

わったこと等により、売上高が133億80百万円（前年同期比168.1％）となりました。

　利益面につきましては、株式会社タクミック・エスピー及びその子会社の寄与等により、営業利益が２億

71百万円（前年同期は２億98百万円の損失）となり、経常利益は前年同期との比較では円高の進行により

為替差損益が大幅に悪化したこと等により１億65百万円（前年同期は２億63百万円の損失）となりまし

た。

　また、投資有価証券評価損等の特別損失があり、26億96百万円の四半期純損失（前年同期は１億82百万円

の利益）となりました。

　
セグメント別の業績は次のとおりであります。

　
（日本）

デフレの進行と消費不況が続く厳しい状況にありましたが、ハウスウエア合成樹脂製品関連部門につき

ましては、新製品の売上げ増加に注力いたしました。また、工業品合成樹脂製品関連部門につきましては、世

界同時不況で落ち込んだ売上高が漸次回復に向かっております。　

　この結果、当セグメントの売上高は、46億２百万円となり、セグメント利益は２億18百万円となりました。

　
（中国）

世界同時不況からの回復に伴い、工業品合成樹脂製品関連部門の受注が増加し、地域内の各子会社は業績

が回復傾向にあります。

　この結果、当セグメントの売上高は、47億81百万円となり、セグメント利益は１億32百万円となりました。
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（東南アジア）

株式会社タクミック・エスピーの各子会社が東南アジア諸国の堅調な国内需要等に支えられ業績を順調

に伸ばしております。

　この結果、当セグメントの売上高は、39億96百万円となり、セグメント利益は１億44百万円となりました。

　
(2) 財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて38億９百万円減少し、699億70

百万円となりました。これは、PT. SUMMITPLASTが連結対象に加わったこと等で有形固定資産が３億39百

万円増加しましたが、投資有価証券が時価の下落により22億29百万円減少し、繰延税金資産の減少等でそ

の他が16億59百万円減少したこと等によります。

　
（負債）

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて３億66百万円増加し、101億２

百万円となりました。これは、未払金の減少等でその他が４億99百万円減少しましたが、売上増に対応し

た仕入増等により、支払手形及び買掛金が10億66百万円増加したこと等によります。

　
（純資産）

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて41億74百万円減少し、598億

68百万円となりました。これは、主に投資有価証券評価損を特別損失に計上したことに伴い、その他有価

証券評価差額金が12億97百万円増加し、利益剰余金が48億９百万円減少したこと等によります。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べて９億

76百万円減少し、76億15百万円（前年同期比は27億18百万円の減少）となりました。各活動別のキャッシュ

・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前当期純損失16億95百万円等がありましたが、投資有価証券評価損18億48百万円、減価償却

費６億76百万円等があり、５億44百万円の増加（前年同期比は２億70万円の減少）となりました。

　
（投資活動よるキャッシュ・フロー）

定期預金の払戻51億１百万円等の収入がありましたが、定期預金の預入56億62百万円、有形固定資産の

取得６億７百万円等の支出があり、11億97百万円の減少（前年同期比は20億95百万円の減少）となりま

した。

　
（財務活動よるキャッシュ・フロー）

配当金15百万円等の支出があり、15百万円の減少（前年同期比は１百万円の増加）となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、110百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 77,153,900

計 77,153,900

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,813,02629,813,026
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式かつ、権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、
単元株式数は100株でありま
す。

計 29,813,02629,813,026― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ― 29,813,026 ― 19,225,350 ― 18,924,500
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社ビー・ケー・ファイナンス
東京都北区赤羽１丁目40－２
大同コーポ701

3,514 11.79

株式会社カネダ興産 千葉県市川市須和田２丁目16番３号 2,924 9.81

有限会社ツカサ・エンタープライズ 東京都中野区中央４丁目25－14 1,768 5.93

金 田 保 彦 埼玉県さいたま市緑区 1,442 4.84

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,395 4.68

司　　　治 東京都中野区 1,166 3.91

金 田 保 一 東京都練馬区 1,165 3.91

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,084 3.64

THE BANK OF NEW YORK, TREATY JASDEC
ACCOUNT
(常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀
行)

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN,
1040 BRUSSELS, BELGIUM
(東京都千代田区丸の内２丁目７－１　
決済事業部)

940 3.15

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505044
(常任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
(東京都中央区月島４丁目16－13)

578 1.94

計 ― 15,980 53.60

(注) １　当社は、自己株式1,735千株を所有しておりますが、上記大株主の状況には含めておりません。
２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)
の所有株式数は、全て各社が信託を受けているものです。
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(7) 【議決権の状況】

　

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,735,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式
        28,039,100

280,391 同上

単元未満株式
普通株式
            38,926

― 同上

発行済株式総数  29,813,026― ―

総株主の議決権 ― 280,391 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式63株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
　　　天馬株式会社

東京都北区赤羽
一丁目63番６号

1,735,000― 1,735,0005.82

計 ― 1,735,000― 1,735,0005.82

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,200 1,132 1,023 999 938 910

最低(円) 1,065 954 937 930 801 827

(注) 最高・最低株価については、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第２四半

期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22

年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人

により四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査

法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 23,184,351 23,940,134

受取手形及び売掛金 10,040,900 9,402,300

商品及び製品 1,693,412 1,524,754

仕掛品 385,262 398,347

原材料及び貯蔵品 2,558,057 3,035,491

その他 1,250,759 1,209,643

貸倒引当金 △11,888 △11,433

流動資産合計 39,100,853 39,499,236

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,484,969 7,372,798

機械装置及び運搬具（純額） 8,004,734 7,804,348

その他 3,399,915 3,373,843

有形固定資産合計 ※
 18,889,618

※
 18,550,989

無形固定資産 1,899,377 1,760,258

投資その他の資産

投資有価証券 8,451,211 10,680,063

その他 1,640,003 3,299,096

貸倒引当金 △10,840 △10,784

投資その他の資産合計 10,080,374 13,968,376

固定資産合計 30,869,369 34,279,622

資産合計 69,970,222 73,778,858

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,854,467 5,788,891

未払法人税等 83,070 337,626

賞与引当金 435,469 388,146

その他 1,659,405 2,158,894

流動負債合計 9,032,411 8,673,557

固定負債

退職給付引当金 380,402 455,342

役員退職慰労引当金 565,867 551,286

その他 123,494 56,414

固定負債合計 1,069,763 1,063,042

負債合計 10,102,175 9,736,599
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 19,225,350 19,225,350

資本剰余金 18,924,500 18,924,500

利益剰余金 27,892,879 32,702,099

自己株式 △2,733,393 △2,733,118

株主資本合計 63,309,336 68,118,831

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,365,861 △2,662,618

為替換算調整勘定 △2,211,344 △1,564,633

評価・換算差額等合計 △3,577,205 △4,227,250

少数株主持分 135,916 150,679

純資産合計 59,868,048 64,042,259

負債純資産合計 69,970,222 73,778,858
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 15,749,793 25,838,432

売上原価 13,042,233 21,917,508

売上総利益 2,707,560 3,920,925

販売費及び一般管理費 ※
 2,915,411

※
 3,528,403

営業利益又は営業損失（△） △207,850 392,521

営業外収益

受取利息 59,026 80,609

受取配当金 200,806 210,897

為替差益 401,071 －

その他 36,753 48,386

営業外収益合計 697,655 339,893

営業外費用

売上割引 26,694 30,491

開業費償却 25,206 －

為替差損 － 194,882

その他 3,103 35,060

営業外費用合計 55,003 260,433

経常利益 434,802 471,981

特別利益

固定資産売却益 1,683 16,111

貸倒引当金戻入額 － 221

負ののれん発生益 1,249,798 397,135

特別利益合計 1,251,482 413,466

特別損失

固定資産売却損 10,272 5,922

固定資産除却損 7,226 2,900

減損損失 167,000 6,000

投資有価証券評価損 1,250,453 5,355,012

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,219

その他 149,695 31,346

特別損失合計 1,584,646 5,411,399

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

101,637 △4,525,952

法人税等 △388,730 2,044

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △4,527,996

少数株主利益 219 356

四半期純利益又は四半期純損失（△） 490,148 △4,528,352
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 7,960,083 13,379,537

売上原価 6,810,609 11,313,857

売上総利益 1,149,475 2,065,681

販売費及び一般管理費 ※
 1,447,836

※
 1,794,396

営業利益又は営業損失（△） △298,361 271,285

営業外収益

受取利息 24,499 41,243

受取配当金 2,970 3,682

為替差益 6,510 －

その他 14,736 31,236

営業外収益合計 48,715 76,161

営業外費用

売上割引 10,433 14,769

為替差損 － 154,250

その他 2,426 13,581

営業外費用合計 12,859 182,600

経常利益又は経常損失（△） △262,506 164,846

特別利益

固定資産売却益 1,683 5,082

負ののれん発生益 1,249,798 －

特別利益合計 1,251,482 5,082

特別損失

固定資産売却損 10,215 5,922

固定資産除却損 6,646 2,805

投資有価証券評価損 1,250,453 1,848,217

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － △152

その他 149,695 8,177

特別損失合計 1,417,008 1,864,968

税金等調整前四半期純損失（△） △428,032 △1,695,040

法人税等 △590,679 1,000,316

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,695,356

少数株主利益又は少数株主損失（△） △19,647 178

四半期純利益又は四半期純損失（△） 182,295 △2,695,533

EDINET提出書類

天馬株式会社(E00857)

四半期報告書

16/31



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

101,637 △4,525,952

減価償却費 1,004,380 1,254,432

負ののれん発生益 △1,249,798 △397,135

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,883 51,638

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,007 931

退職給付引当金の増減額（△は減少） 140,825 △79,233

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13,998 14,582

受取利息及び受取配当金 △259,831 △291,506

為替差損益（△は益） △272,211 260,752

固定資産除却損 7,146 2,900

有形固定資産売却損益（△は益） 8,589 △10,189

投資有価証券評価損益（△は益） 1,250,453 5,355,012

減損損失 167,000 6,000

売上債権の増減額（△は増加） 718,670 △619,230

たな卸資産の増減額（△は増加） △29,389 367,131

その他の資産の増減額（△は増加） △8,757 －

仕入債務の増減額（△は減少） △481,280 1,019,722

その他の負債の増減額（△は減少） △105,169 －

その他 47,802 △194,627

小計 1,073,957 2,215,227

利息及び配当金の受取額 290,203 289,150

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 24,371 △409,286

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,388,530 2,095,091

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △23,467,483 △18,238,790

定期預金の払戻による収入 10,924,432 16,789,880

有形固定資産の取得による支出 △1,185,056 △1,462,710

有形固定資産の売却による収入 12,762 22,288

無形固定資産の取得による支出 △173,390 △45,154

子会社出資金の取得による支出 △325,666 －

投資有価証券の取得による支出 △389,544 △964

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,733,585 △217,781

貸付けによる支出 － △519,136

貸付金の回収による収入 280 3,685

その他 － 6,372

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,337,250 △3,662,310
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の純増減額（△は増加） △263 △343

配当金の支払額 △283,201 △281,123

財務活動によるキャッシュ・フロー △283,463 △281,466

現金及び現金同等物に係る換算差額 399,689 △196,858

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14,832,494 △2,045,543

現金及び現金同等物の期首残高 25,165,352 9,660,334

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,332,858

※
 7,614,791
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 (１)　連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、新たに取得したPT. SUMMITPLASTを連

結の範囲に含めております。

 
(２)　変更後の連結子会社の数

16社

２  会計処理基準に関する事項の変更 (１)　在外子会社等の収益及び費用の換算方法の変更

第１四半期連結会計期間より、在外子会社等の収益及び費用につい

て、これまで決算日の直物為替相場により円貨に換算する方法を採用

してまいりましたが、期中平均為替相場により換算する方法に変更い

たしました。

この変更は、在外子会社等の収益及び費用の額の重要性が従前より

増してきたことにより、一時的な為替相場の変動による期間損益への

影響を平均化し、会計期間を通じて発生する損益をより適切に連結財

務諸表に反映することを目的としております。

この結果、従来の方法と比較して、当第２四半期連結累計期間の売上

高455,026千円、売上総利益54,404千円、営業利益18,013千円及び経常

利益11,319千円が増加し、税金等調整前四半期純損失10,378千円が減

少しております。

 
(２)　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、

それぞれ705千円減少し、税金等調整前四半期純損失は、10,924千円増

加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の

変動額は11,016千円であります。
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【表示方法の変更】
　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローの「その他の資産の増減額（△は増

加）」及び「その他の負債の増減額（△は減少）」と区分掲記していたものは、第１四半期連結累計期間より、

「その他」に含めて表示しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「その他の資産の増減額（△は増加）」及び「そ

の他の負債の増減額（△は減少）」はそれぞれ△99,989千円、△95,797千円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第２四半期連結会計期間において、固定資産に含まれる「有形固定資産」を一括表記しておりましたが、「建物

及び構築物（純額）」「機械装置及び運搬具（純額）」が、資産の総額の100分の10を超えたため、当第２四半期連

結会計期間においては区分掲記することといたしました。なお、前第２四半期連結会計期間の固定資産の「有形固

定資産」に含まれる「建物及び構築物（純額）」「機械装置及び運搬具（純額）」はそれぞれ7,390,943千円、

6,346,470千円であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】
　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  棚卸資産の評価方法 第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を

省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法に

より算定する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなも

のについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっ

ております。

２  固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

３  法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額

控除項目を重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以

降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認

められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計

年度末以降に経営環境等、又は、一時差異の発生状況に著しい変化が認

められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを

利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】
　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。

　なお、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を一括し「法人税

等」として表示しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額

25,461,560千円

※　有形固定資産の減価償却累計額

24,130,179千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※　「販売費及び一般管理費」の主な費目及び金額

荷造運搬費 930,950千円

従業員給料手当 746,153千円

※　「販売費及び一般管理費」の主な費目及び金額

荷造運搬費 1,113,309千円

従業員給料手当 816,578千円

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※　「販売費及び一般管理費」の主な費目及び金額

荷造運搬費 449,563千円

従業員給料手当 377,664千円

※　「販売費及び一般管理費」の主な費目及び金額

荷造運搬費 536,358千円

従業員給料手当 419,275千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 23,982,138千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△13,649,280千円

現金及び現金同等物 10,332,858千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 23,184,351千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△15,569,560千円

現金及び現金同等物 7,614,791千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 29,813,026

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,735,063

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 280,783 10平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月５日
取締役会

普通株式 280,780 10平成22年９月30日 平成22年12月10日 利益剰余金

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期

間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）
　

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める合成樹脂製品関連事業の割合が、いずれも

90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)
　

　
日本
(千円)

東アジア　
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,408,7773,551,3067,960,083 ― 7,960,083

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

34,930 34 34,964(34,964) ―

計 4,443,7083,551,3407,995,048(34,964)7,960,083

営業利益又は営業損失(△) 158,670△220,736△62,066(236,296)△298,361

(注) １　国または地域の区分は物理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

(1)　東アジア　　………中国、ベトナム

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)
　

　
日本
(千円)

東アジア　
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

8,812,7126,937,08115,749,793 ― 15,749,793

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

47,607 164 47,771(47,771) ―

計 8,860,3196,937,24515,797,564(47,771)15,749,793

営業利益又は営業損失(△) 603,010△330,995272,015(479,865)△207,850

(注) １　国または地域の区分は物理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

(1)　東アジア　　………中国、ベトナム

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)
　

　 東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 3,339,328 922 3,340,250

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 7,960,083

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

42.0 0.0 42.0

(注) １　国または地域の区分は物理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

(1)　東アジア　　………中国、ベトナム

(2)　その他の地域………東南アジア、西ヨーロッパ、北米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)
　

　 東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 6,499,865 2,436 6,502,301

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 15,749,793

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

41.3 0.0 41.3

(注) １　国または地域の区分は物理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

(1)　東アジア　　………中国、ベトナム

(2)　その他の地域………東南アジア、西ヨーロッパ、北米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号　平成20年３月21日)を適用しております。

　

１　報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、主に合成樹脂製品の製造及び販売に関連した事業を行っており、国内においては、主に当

社を含む３社が、海外においては、中国（含む香港）で６社、東南アジアで５社が各地域を担当しておりま

す。各会社は、それぞれ独立した経営単位であり、各会社において包括的な戦略を立案し、事業活動を展開し

ております。

　したがって、当社グループは、当社及び連結子会社を基礎としたセグメントから構成されておりますが、事

業活動の内容及び経営環境に関して適切な情報を提供するため、生産・販売の地域及び製品の要素が概ね

類似する複数の事業セグメントを集約し、「日本」、「中国」及び「東南アジア」の３つを報告セグメント

としております。

　

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

(単位：千円)

　 日本 中国 東南アジア 合計

売上高 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 9,522,0668,986,9857,329,38125,838,432

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

60,077 3,322 ― 63,399

計 9,582,1438,990,3077,329,38125,901,832

セグメント利益 288,428 225,823 324,793 839,044

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

(単位：千円)

　 日本 中国 東南アジア 合計

売上高 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 4,602,2214,781,4963,995,82013,379,537

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

33,527 3,322 ― 36,849

計 4,635,7484,784,8183,995,82013,416,386

セグメント利益 217,629 132,372 143,883 493,883
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３　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 839,044

セグメント間取引消去 22,170

全社費用(注) △468,693

四半期連結損益計算書の営業利益 392,521

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社管理部門に係る費用であります。

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 493,883

セグメント間取引消去 13,628

全社費用(注) △236,227

四半期連結損益計算書の営業利益 271,285

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社管理部門に係る費用であります。

　

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 2,127円37銭
　

　 　

　 2,275円48銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
（平成22年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 59,868,048 64,042,259

純資産の部の合計額から控除する金額(千円)
（うち少数株主持分）

135,916
（135,916）

150,679
（150,679）

普通株主に係る純資産額(千円) 59,732,131 63,891,580

普通株式の発行済株式数(株) 29,813,026 29,813,026

普通株式の自己株式数(株) 1,735,063 1,734,708

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株)

28,077,963 28,078,318
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２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 17円46銭１株当たり四半期純損失(△) △161円28銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△)の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△)（千円）

490,148 △4,528,352

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)（千円）

490,148 △4,528,352

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 28,078,948 28,078,092

　
第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 6円49銭１株当たり四半期純損失(△) △96円00銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△)の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△)（千円）

182,295 △2,695,533

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)（千円）

182,295 △2,695,533

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 28,078,921 28,077,998
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(重要な後発事象)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

　 　 　 　

　

１　自己株式の取得

　　平成22年11月５日開催の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決

議いたしました。

　(1) 自己株式の取得を行う理由

　　　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行

するため

　(2) 取得の内容

　　取得する株式の種類　　　当社普通株式

　　取得する株式の総数　　　500千株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　(発行済株式総数(自己

　　　　　　　　　　　株式を除く)に対する

　　　　　　　　　　　割合　1.8％)

　　株式の取得価額の総額　　450百万円（上限）

　　取得する期間　　　　　　平成22年11月10日

　　　　　　　　　　　　～平成22年12月30日

　　取得の方法　　　　　　　信託方式による市場買付

 
　 　 　 　 ２　重要な設備投資計画の決定

　　当社は、平成22年11月５日開催の取締役会において下

記のとおり中国の蘇州市において新たにプラスチック

成形事業を開始するための設備投資計画を決議してお

ります。

　(1) 設備投資の目的

　　　　中国・華東地域への更なる事業の展開と当社グルー

プの生産拠点ネットワーク拡充のために行う

ものであります。

　(2) 設備投資の内容

　　　　天馬皇冠精密工業（蘇州）有限公司を設立し、工業

品を中心としたプラスチック成形品及び二次

加工品の製造販売を行うため工場用地、建物及び

機械設備等の設備投資を行います。

　(3) 天馬皇冠精密工業（蘇州）有限公司の設立

所在地　　　　中華人民共和国 江蘇省 蘇州市

投資額　　　　15億円（予定）

出資比率　　　当社100％

　　この設立により同社は第３四半期連結会計期間より

当社の連結子会社となります。

　(4) 資金調達方法

自己資金

　(5) 設備の導入時期

平成22年11月　　工場用地取得（予定）

平成23年 2月　　着工　　　　（予定）

平成23年10月　　工場完工　　（予定）

平成23年11月　　稼働開始　　（予定）

　(6) 営業・生産活動に及ぼす重要な影響

　　　　当該工場の建設により、中国・華東地域の中で上海

に次ぎ日系企業が数多く進出しているエリアでの

業務拡大が大いに期待でき、お客様の国内外での

様々なニーズに迅速且つ的確にお応えすることが

可能になります。
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２ 【その他】
　

第63期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月５日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                                          280,780千円

②　１株当たりの金額                                         10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日             平成22年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

天馬株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    飯    塚    　    昇    ㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    浅    野    俊    治    ㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    栗    栖    孝    彰    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている天馬

株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成21

年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、天馬株式会社及び連結子会社の平成21年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成

績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

天馬株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　飯　　塚　　　　　昇　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　栗　　栖　　孝　　彰　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　　原　　さ つ き　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている天馬

株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成22

年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、天馬株式会社及び連結子会社の平成22年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成

績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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